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近年，国内各都市において社会実験や本格導入が進められているコミュニティサイクルの実施目的，実施形態は，

多様なものとなっている．本稿は，さいたま市について実施したコミュニティサイクルのフィージビリティスタデ

ィとそれに基づく社会実験の結果を考察するとともに，持続可能なコミュニティサイクル実現のための課題，施策

について記述している． 
 

１．はじめに 

近年，全国の各都市においてコミュニティサイクルの社会実

験や本格導入が進められている．特に平成 21 以降，この動き

が盛んとなり代表的な社会実験だけでも延べ27都市（平成21

～22年度）において実施され１），全国において導入の機運が高

まっている． 

今後とも，まちづくりと自転車施策を進めていくうえで，コ

ミュニティサイクルは，自転車走行環境，自転車マナー等とと

もに自転車の政策継続性を担う重要な手段である一方，実施そ

のものの導入目的，利用対象者，導入効果，既往公共交通機関

との連携，官民連携及び運営方法・採算性など，それぞれの課

題と対応策を具体的に明らかにすることが今後，益々重要とな

り，それらの実行なしには持続的なコミュニティサイクルの実

現は困難である．また，コミュニティサイクルは他の自転車施

策同様，いわば都市，地域ごとのオーダーメードとして計画検

討，実施することが必須と著者らは考えている． 

以上を背景とし本稿では，さいたま市について実施したコミ

ュニティサイクルのフィージビリティスタディとそれに基づ

く社会実験の結果を考察するとともに，持続可能なコミュニテ

ィサイクル実現のための課題，施策について記述する． 

２．フィージビリティスタディと社会実験の一連の実施 

１．に示した背景を踏まえ，平成 20～21 年度，㈶日本自転

車普及協会（以下，協会）が設置した「公共交通としてのコミ

ュニティサイクルシステム研究会」（以下，研究会）により導

入促進を目的とした基本的なビジネスモデルの検討が行われ， 

キーワード 歩行者・自転車交通計画，交通行動調査，

コミュニティサイクル，費用便益分析 
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モデル都市について各都市に適したコミュニティサイクルシ

ステムの導入，実現可能性について具体的な検討が行われた２）．

そのモデル都市のなかにおいて，さいたま市は｢人口 100～200

万人規模の都市で，観光需要も期待され，今後の導入に向けて

の取り組みも評価できる｣都市として選定されたものである． 

さらに平成 22 年度に「さいたま市コミュニティサイクルシ

ステムの導入促進事業」による社会実験が実施された．（図-1） 

 
図-1 フィージビリティスタディと社会実験の実施内容 

３．フィージビリティスタディの概要（平成 21年度） 

社会実験の前段に実施した実現可能性調査の概要を示す． 

①検討対象範囲と実施エリアの設定 

さいたま市は，レンタサイクルショップの立地もないことか

ら（調査時点），コミュニティサイクルの第一ステップとして，

上位計画において「都心」と位置づけられている大宮駅周辺地

区を中心とした市内４つの区を検討対象エリアと設定した．こ

れはさいたま市の全昼間人口の約 47％，全面積の約 23％をカ

バーするエリアである．また，この４つの区において都市デー
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タ（従業者，用途別

土地面積，地形条件，

バス路線等）を GIS

により分析し，社会

実験計画エリアを，

大宮駅を中心とした

概ね半径 3km 以内の

範囲とした（図-2）． 

②市民意識（ア

ンケート調査） 

アンケート結果で

は，コミュニティサイ

クルの認知度は約４割，

また，居住者及び来訪

者の約半数が，コミュ

ニティサイクルを「利

用したい」との意向を

示した．また，利用目

的は多目的型が予想さ

れる結果となった（図

-3）． 

③社会的便益，公共性説明の必要性 

採算性が厳しいことから，持続性を確保するための方策を課

題として挙げ，公的資金の導入が必要な事業として，その説明

性を向上するために社会的便益を網羅・把握する方法を提示し

た．その内容を４．に示す． 

４．持続可能なコミュニティサイクルに必要な社会的便

益，公共性の考察 

公共財を投入する場合の社会的な便益を説明することが

益々重要となっている．コミュニティサイクルについても社会

的な「プラス・マイナス便益」をその帰着先を含めて定性的・

定量的に説明性の向上を果たすことが重要である（表-1）． 

５．社会実験結果の分析（平成 22年度） 

ポート5箇所，自転車100台配備

で，9月25日（土）より28日間実施

し，平・休日とも全期間において堅調

な利用があった．アンケート結果では，

利用者の約 96％が再度利用したい意

向を示し，「自動車」からの転換は約 10％予想される．分析の

詳細は発表時を参照されたい． 

今後は社会実験で得られた，ポートの設置数や運営時間等の

ニーズデータをもとに，持続可能なシステムの構築に向けた課

題解決が必要となっている． 

６．まとめ 

自転車を新たな公共交通手段として位置づけ，短距離移動の

利便性向上，回遊性向上による市街地活性化，自動車から自転

車への利用転換による CO²削減効果などが期待されるコミュニ

ティサイクルの普及はきわめて有意義と考えられる．今後も社

会実験や導入検討が進められるなか，持続可能なコミュニティ

サイクルの実現として，本稿において提示したコミュニティサ

イクル実施の目的の明確化及び社会的便益，公共性をより具体

的に示していくことが重要である． 
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表-1 コミュニティサイクルの便益帰着先とその評価項目(案) ３） 

 

図-2 ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｽﾀﾃﾞｨ段階で設定し
た社会実験計画エリア 
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